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団体名 所在地 事業名 事業概要 選定理由

NPO法人海賊船 愛知 NPO法人海賊船

2027年5月5日、海賊船は創立50周年を迎えます。
1977年に「工作学校海賊船」として活動を開始して以来、工作教室や「世界の手づくりおもちゃ館」の運営を通して、子どもたちが自由に創造
し、試行錯誤しながら学ぶ環境を提供し続けてきました。また、半世紀にわたり地域で定点活動を続ける中で、多くの子どもたちや家族と関わ
り、卒業生がスタッフや会員の親として戻ってくる例もあり、地域の工場や事業者から端材・廃材などの素材提供を受けながら、口コミを中心
に活動が継続してきました。
今回の伴走支援では、50周年という節目を、単なる記念行事ではなく、「これまでの半世紀の航海を整理し、これからの航路を地域や関係者と
共有しながら、次世代へ継承していく機会」と位置づけています。
具体的には、活動資料や写真、コレクション等の整理、海賊船の歴史や理念をまとめた記念誌制作、特別展示や企画展、子どもや地域住民が参
加しやすい体験型イベント、過去の関係者や卒業生との再接続などを段階的に進めていきたいと考えています。
また、50周年を単発イベントとして終わらせるのではなく、2027年度を「海賊船50周年イヤー」と位置づけ、地域や多世代の人々が海賊船の価
値や活動に触れられる機会を継続的に生み出していきたいと考えています。
今後は、工作教室・おもちゃ館・創造空間といった地域資源としての可能性についても整理・検討しながら、活動の自由さや柔軟性を大切にし
つつ、役割分担や情報共有、担い手育成など、属人的になっていた運営体制も見直し、持続可能な組織基盤づくりにつなげていきたいと考えて
います。

事業継承後、運営体制の見直しを図るタイミングでの外部による伴走支援を通
じて組織課題を明確化し、組織運営体制の整備を進める意義は大きいと考えま
す。一方で現状の運営体制では特定の個人に負荷が集中している状況も確認さ
れました。
そのため、本支援においては、優先的に取り組むべき課題を明確化し、重点的
な支援テーマを絞り込むことが必要です。支援内容や支援の進め方について、
支援対象団体と活動支援団体との間で十分な合意形成が図られることを条件と
して選定します。

特定非営利活動法人なごやAsoviva 愛知 フリースクール　やごっち

当法人は、フリースクール「やごっち」を中心に、「食」「体験」「対話」を通して、学校に通いづらい子どもたちが安心して過ごし、自分ら
しく学べる居場所づくりに取り組んでいます。学校復帰のみを目的とするのではなく、一人ひとりが自分に合った学び方や次の一歩を主体的に
選べる力を育むことを大切にしています。やごっちでの活動を通して、子どもたちは自己肯定感や自信を取り戻し、結果として学校へ戻る子ど
もも多くいます。近年は、不登校や学校に通えない子ども・家庭からの相談が増え続けており、やごっちは学校以外の代替的な学びと居場所と
して地域に必要とされています。特に、校内フリースクールや適応指導教室にも通うことが難しい子どもたちにとって、安心して駆け込める地
域の居場所が求められています。
しかし現在、物価高騰や家賃上昇により運営は厳しさを増し、活動継続のため参加費の値上げを行いました。その結果、「回数を減らす」「通
いたいが利用を控える」といった声も出ており、支援が必要な家庭ほど利用しづらくなる課題があります。私たちは、経済的事情に関わらず、
安心して利用できる居場所を継続したいと考えています。
前回の支援では、ホームページ整備を通して理念や活動内容を整理でき、スタッフ間で目的や価値を共有しやすくなるなど、団体全体の意識変
化につながりました。今後は、その価値を外部へ発信し、持続可能な運営や資金調達の仕組みづくりへ進みたいと考えています。現在は利用料
や代表個人のつながりへの依存も大きいため、寄付・賛助会員・企業連携・助成金など、多様な資金調達を整え、継続的に運営を支えられる組
織基盤づくりを進めたいと考えています。支援終了時には、複数人で運営を支えられる体制と、安定した財政基盤の方向性を整え、地域の子ど
もたちと家庭を支え続けられる持続可能な居場所を目指します。

第3期の支援対象団体として行ったホームページの整備は、自団体の活動の意
味を言語化することを通じて、運営にかかわる人材を発掘し、団体内での組織
課題の認識共通、合意形成を図る成果が生まれました。第4期においてこの
ホームページ等広報手段をもとに、外部支援を活用し、持続的な活動を支える
ための資金調達につながることを期待しています。

NPO法人Grow＆Leap 愛知 My Story Project

当法人の主要事業は、中高生を対象としたキャリア教育プログラム「My Story Project（MSP）」の運営です。「やりたいことがわからない」
「何から始めればいいかわからない」という悩みを抱える中高生が、約半年間かけて自分の個性と向き合い、自分らしいキャリアを描く力を育
みます。MSPの特徴は、マンツーマンのメンタリングを軸にした丁寧な関わりにあります。メンターが一人ひとりの言葉に耳を傾け、自分の経験
や価値観を言語化するプロセスを継続的にサポートします。また、同世代・異世代との対話を通じて多様な価値観に触れることで、自己理解を
さらに深めていきます。受講した中高生からは「曖昧だった自分について言葉にできるようになった」「諦めかけていた目標を思い出した」
「自分の言葉で将来について語れるようになった」という声が寄せられており、行動面での確かな変化が生まれています。
MSPの影響は中高生にとどまりません。活動を支える大人たちからも「目を輝かせて語る中高生を見て、日本の未来に希望を感じた」「自分も若
い頃に描いていた想いを思い出した」という声が届いており、中には自身の仕事や生き方を見つめ直し、新たな一歩を踏み出す大人も生まれて
います。
MSPは、多感な10代が「自分は何を大切にし、どう生きていきたいのか」を自分の言葉で語れるようになるプロジェクトであると同時に、その姿
に触れた大人たちが社会との向き合い方を見つめ直す機会にもなっています。若者が社会への信頼を育み、社会が若者から希望を受け取る。
Grow & Leapは、世代を超えた好循環を生み出すキャリア教育を通じて、「互いの個性が一つになった、理想を超える未来」の実現を目指してい
ます。

中高生対象のキャリア教育プログラムは、支援対象団体の活動内容として今回
の趣旨に適合しています。一方、運営にかかわる役職員が限定的な中で、かな
めびと応援プロジェクトにより効果が出るのかという点については慎重な見方
もあります。
支援の効果を高めるために活動支援援団体と支援対象団体の間で、今回の支援
で重点的に取り組む課題を明確化し、絞り込む必要があります。支援内容や支
援の進め方について、支援対象団体と活動支援団体との間で十分な合意形成が
図られることを条件として選定します。

NPO法人せき・まちづくりNPOぶうめらん 岐阜 組織基盤強化支援事業

当法人は現在、①中長期ビジョンの不在、②人材不足と業務の属人化、③人材育成・キャリア設計の未整備といった課題を抱えています。将来
像や戦略が明確でないため事業の選択と集中が難しく、限られたリソースが分散しています。また、キーパーソンに依存した体制により、退職
や異動が組織運営に大きな影響を与える状況です。さらに、人材育成の仕組みが整っておらず、個人の成長が組織の持続性に十分結びついてい
ません。背景には、代表理事交代と事務局体制の大きな変化があり、運営ノウハウの引き継ぎが不十分なまま現在に至っています。加えて、市
民活動センター事業の受託により一定の収益は確保できているものの、委託業務に依存する構造となり、自主事業の開発や人材育成に十分なリ
ソースを割けていない状況です。
こうした中で、当法人は理事・事務局ともに組織基盤強化に関する専門的知見が十分ではなく、内部だけで課題整理から具体的な打ち手の設計
まで行うことが難しい状態にあります。その結果、方針が実行に結びつかず、事務局の手探りでの運営が続いています。また、経験の浅い事務
局職員にマネジメントや戦略設計の負荷が集中しており、属人化や停滞が進む懸念があります。
本支援を通じては、外部専門家の視点を取り入れ、課題の構造化と優先順位付けを行いながら、実行可能な組織基盤強化の道筋を明確にしま
す。あわせて中長期ビジョンを策定し、注力事業や人材配置・育成方針を整理することで、持続可能な運営体制の構築を目指します。さらに、
市民活動センター事業を年間1,200万円規模で安定的に運営し、新たな人材確保につなげるとともに、企業・高校・地域をつなぐ中間支援機能を
強化し、関市における多様な主体をつなぐハブとしての役割を発展させていきます。これらを通じて、自律的に意思決定できる組織への転換を
図ります。

今後の事務局運営体制や自主事業の見直しが求められる局面にあり、外部支援
の受け入れに関して関係者間での合意形成が図られていることが確認できまし
た。外部からの支援を受けることで、組織課題の整理が進み、中長期計画を描
くことで次世代の育成、継承も含めた持続的な組織基盤の強化が図られること
を期待しています。



団体名 所在地 事業名 事業概要 選定理由

特定非営利活動法人
ささしまサポートセンター

愛知
情報共有システムの導入を通じた団体内
外との協力の仕組みづくり

当団体がこの助成を受けて達成したいことは　①相談や支援の記録ができるツール（電子カルテシステム）の導入②会員・寄付者管理ができる
ツールのリプレース③情報共有の方法やツール（チャットツール、ファイル共有ツール等）導入の方針決定である。
1976年の開始以来、当団体は一貫して野宿者をはじめとする生活困窮者の支援および、生活に困窮しても人の権利や尊厳が侵害されない社会の
仕組みや制度づくりに取り組んできた。50年を経て現在では有給職員80名、ボランティアのメーリングリスト登録者は約220名（定期的に活動し
ているボランティアは30～40名程度）、事業収益も1億円を超える団体となった。
しかし、長くボランティア団体であったこともあり、各事業部門ごとのリーダーはいても常勤の事務局員を置くことが難しい状況にあった。こ
のため、部門をまたいだ情報共有の仕組みがなく、相談や支援の記録方法も人や部門によってまちまちである。近年では精神障害や発達障害、
暴力被害者、若年者、女性、外国人などより専門的な知識や慎重な対応が必要な相談者が増え、団体内の情報共有や連携強化はもとより他団体
との連携体制の構築も不可欠となってきた。
電子カルテなどの支援情報共有ツールの導入を機に、現在は属人的になっている相談や支援の方法を見える化・仕組み化およびマニュアル化で
きる部分はマニュアルにしたい。ボランティア・職員の個性は生かしつつ、経験や知識がまだ少ない状態の人なども含め、一人でも多くの人が
当団体に関わり、生活困窮者の直接支援（相談受付、生活保護申請の同行等）に携わることのできる仕組みを整えたい。

ICT化による情報共有体制整備により、組織内のコミュニケーションの改善、
個人や他団体等支援者が関われる余地を広げる効果が期待されます。支援の効
果を高めるには、支援を受ける体制の整備が重要になります。伴走支援を通じ
て、組織内の情報共有が進み、今後の持続的な活動を支える組織基盤の一層の
強化につながることを期待しています。

特定非営利活動法人
日本ウクライナ文化協会

愛知
ウクライナ人の共助コミュニティづくり
と相談支援事業

ウクライナ人の共助コミュニティづくりと相談支援事業では、愛知県を拠点に、ウクライナ人が安心して地域社会とつながり、互いに支え合え
る環境づくりを目的としている。生活相談支援、日本語学習支援、交流イベント、地域連携活動等を通じて、孤立防止や多文化共生の推進に取
り組んでいる。
近年、相談件数や支援ニーズが増加する中で、継続的かつ安定的に活動を実施できる組織体制の整備が課題となっている。特に、会計・事務管
理、助成金申請、運営体制整備等の強化が必要となっている。
本事業を通じて、相談支援とコミュニティ活動を継続的に実施できる体制を整え、地域に根差した持続可能な支援活動の実現を目指している。

取り組むべき組織課題には高い緊急性が認められますが、その解決にあたって
は長期的な視点に立った支援計画のもとで取り組むことが必要があると考えら
れます。本支援の課題解決の効果を高めるためには、活動支援団体と支援対象
団体の間で、今回の支援において優先的に取り組む課題を明確化し、重点的な
支援テーマを絞り込むことが重要です。支援内容や支援の進め方について双方
の間で十分な合意形成が図られることを条件として選定します。


